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日本の研究者，韓国の研究者

慶應義塾大学 蔡 〓 錫

は じ め に

 日本の研究者 と欧米の研究者とを比較 した研究

はいくつかある(日 本生産性本部，1990，1991)。

しかし，アジア諸国との比較研究 は殆 ど見当たら

ない。企業の研究開発が日本より遅れているアジ

ア諸国，例えば韓国の企業研究所で働 く研究者に

比べ日本の研究者はどのような違いが見 られるの

か。欧米の研究者 との比較を通 じて明らかになっ

た日本の研究者の特徴はアジア諸国 との比較でも

当てはまるだろうか。本論文は， これまで日本を

キャッチ ・アップしようとしてきた韓国 との比較

研究を目的とする1)。具体的に，両国研究者の企業

内での態度や行動，グループ ・ダイナミックス，

研究開発組織のマネジメントに関する認知におけ

る違いを明 らかにする。

1.デ ータの特性及び属性変数における日

韓の違い

 今回の国際調査には，韓国の2つ の大手財閥企

業の企業研究所で働 く約2，000名 の研究者 が参

加 した。周知の通り，韓国の財閥企業は多様な業

種に参入 しており，その傘下に多数の企業研究所

を設けている。今回の調査に協力 した2つ の財閥

企業 も様々な業種に参入 しており，その傘下には

業種別にあるいは事業部別に多数の企業研究所を

設けている。

 2，000名 の中で約1，700名 は同 じ財閥企業の傘

下にある中央研究所，エレク トロニクス，半導体，

情報通信，化学関連の計22の 研究所で働 く研究

者である。調査は，1998年5月 から6月 にかけ

て電子メールで行われた。まず，社内電子メール

で調査が行われるという旨を研究者に知 らせた。

そ して，調査に興味のある研究者だけが予め作っ

ておいたホームページにアクセスできるようにし

た。 データが社内で集められることか ら，個人情

報 の 保 護 に は細 心 の 注 意 を 払 った 。誰 が ホ ー ム

ペ ー ジ に ア クセ スす るか は全 く分 か らな い よ う に

した だ けで はな く， 企 業 側 との数 回 にわ た る事 前

協 議 を行 い， い か な る場 合 で も個 人情 報 は企 業 側

に わ た らな い とい う合議 を得 た。

 残 りの 約300名 は，韓 国 の も う1っ の財 閥 企

業 の エ レ ク トロニ ク ス， 情 報 通 信 ， 自動 車 関連 の

3つ 企 業 研 究 所 で 働 く研 究 者 た ちで あ る。 デ ー タ

は1998年9月 か ら10月 にか けて ， 紙 と鉛 筆 方

式 で収 集 さ れ た。

 比 較 の精 度 を高 あ る ため に， 日本 の デ ー タか ら

は医 薬 関 連 の研 究 者 を， 韓 国 の デ ー タか らは 中央

研 究 所 と自動 車 研 究 所 で 働 く研 究 者 を分 析 か ら除

く こと に した。 医 薬 と 自動 車 と を除 い た理 由 は で

き る だ け 業 種 を 統 一 す る た め で あ っ た。 韓 国 の

デ ー タか ら中 央 研 究 所 を除 い た理 由 は， 韓 国 の財

閥 企 業 の中 央 研 究 所 が ど ち らか と い うと開 発 よ り

は基 礎 よ りの 研 究 に携 わ って お り， 今 回 の 日本 の

研 究 者 が 携 わ って い る研 究 分 野 と違 うか らで あ

る。 この よ うな 処 置 を 行 った 結 果 ， 主 に エ レク ト

ロ ニ ク ス と化 学 関 連 の 計2，036名 の 研 究 者 が 被

調 査 者 と して 選 ば れ た 。日本 の研 究 者 が 計651名

で 全 体 の32.0%を ， 韓 国 の 研 究 者 が計1，385名

で残 りの68%を 占め て い る。

 産 業 と研 究 の性 格 と を調 整 し た に もか か わ ら

ず， 「最 終 学 位(F4)」 及 び 「博 士 号 の有 無(F4-1)」

の2項 目 を 除 い た す べ て の 属 性 変 数 に お い て両

国 の 間 に は 統 計 的 に 有 意 な違 いが 現 れ た。 「平 均

年 齢(F1)」(t=11.84， p〈.001)と 「平 均 勤 続(F2)」

(t=is.45， p<.001)は と もに 日本 が高 い。 平 均年

齢 は 日本 が36.46(標 準 偏 差 ，6.24)才 で ，韓 国 が

32.13才(標 準 偏 差 ，10.03)で あ る。平 均 勤 続 は

日 本 が11.01年(標 準 偏 差 ，6.14)で ， 韓：国 が

6.04年(標 準 偏 差 ，4.42)で あ る。 しか し，「職 位

(F6)」 の 場 合 は韓 国 の ほ うが 圧 倒 的 に 管 理 職 が

多 く， 課 長 以 上 の 管 理 職 が 占 め る 割 合 は 日本

が25%， 韓 国 が43.3%で あ る(x2=109.51，p〈

.001)0
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 「性 別(F3)」 は韓 国 が や や女 性 が多 く， 女 性 が

占 め る割 合 は 日本 が2.9%， 韓 国 は5.2%で あ る。

「専 門 領 域(F5)」 は韓 国 の ほ うが工 学 を 専 門 とす

る研 究 者 が や や 多 く(x2=29.21， p〈.001)， 工 学

を 専 門 と して い る研 究 者 の 割 合 は韓 国 が85.4%，

日本 が77.7%で あ る。

 と こ ろで， カ イニ 乗(x2)の 値 はサ ンプ ル の大 き

さ に影 響 され や す く， 変数 の 間 の 関 係 が統 計 的 に

有 意 で あ る こ とが 必 ず し も そ の 変 数 間 の 関 係 が

実 質 的 に 大 き い こ と を 意 味 す る と は 限 ら な い

(Bohrnstedt&Knoke，1988)。 実 際 ，産 業 と研 究

の 性 格 と を 調 整 せ ず 分 析 し て み た と こ ろ(1>=

3，141)，性 別 の 除 い たす べ て のxZの 値 は急 激 に増

え， 調 整 した際 に統 計 的 に有 意 な違 いが 見 られ な

か った 「学 歴(F4)」 で さ え も， 統 計 的 に有 意 な結

果 が 現 れ た。 要 す る に， デ ー タが か な り大 き い こ

とを念頭に置けば，属性変数において両国の間で

大きな違いが見 られるのは，平均年齢と勤続，職

位の3っ である。

2.入 社経路及び離職における日韓比較

 ここでは，研究者の入社経路及び離職において

日韓研究者の違いを調べることにする。 まず，入

社経路(問1)で ある。表1で 分かるように，両国

の間には統計的に有意な違いが現れている。就職

する際， 日本の研究者は大学先生の紹介(32.0%)

や先 輩 の 紹 介(14.4%)， 就 職 担 当 者 の 紹 介

(19.0%)な どに多 く頼 っているのに対 して， 韓：国

の研究者 は会社案内や広告による応募が27.5%

で最 も多い。韓国の研究者は多様なルー トを利用

していることも特徴である。

表1 入社経路における日韓比較

入社 経 路

 1.先 生 の 紹 介

 2.先 輩 の 紹 介

 3.就 職 部 の 紹 介

 4.親 な どの 紹 介

 5.自 ら直接 訪 問

 6.会 社 に応 募

 7.会 社 の勧 誘

 8.就 職 機 関 の紹 介

 9.そ の他

・xZ=328 .02， p<.001.

日 本(%)

207(32.0)

93(14.4)

123(19.0)

22(3.4)

89(13.8)

56(8.7)

20(3.1)

16(2.5)

21(3.2)

647(100)

韓 国(%)

170(12.3)

201(14.5)

119( 8.6)

 91(6.6)

 99(7.2)

380(27.5)

183(13.2)

 3(0.2)

137( 9.9)

1，383(100)

計(%)

377(18.6)

294(14.5)

242(11.9)

113( 5.6)

188( 9.3)

436(21.5)

203(10.0)

19(0.9)

158( 7.8)

表2 転職理由における日韓比較
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スカウ トされたか ら

研究テーマを掘 り下 げ るため

管理 者 として能 力発揮のため

経済 的条件 が良 か ったか ら

待遇条件 が良 か ったか ら

前 の会社 の待遇不満

前 の会社 の仕事 の行 き詰 ま り

前 の会社 の人間関係不満

将来方向性 に疑 問

研究開発姿勢 に疑問

理 由な し

その他

日 本(%)

13(23.2)

10(17.9)
0(0.0)
16(28.6)

0(0.0)
6(10.7)

1(1.8)

3(5.4)
26(46.4)

9(16.1)
1(1.8)
8(14.3)

韓 国(%)

21(9.5)

43(19.4)

 1(0.5)

20(9.0)

 0(0.0)

10(4.5)

42(18.9)

 6(2.7)

93(41.9)

35(15.8)

 7(3.2)

73(32.9)

計(%)

34(12.2)

53(19.1)

 1(0.4)
36(12.9)

 0(0.0)
16(5.8)
43(15.5)

 9(3.2)
119(42.8)
44(15.8)

 8(2.9)
81(29.1)

・2つ まで選択 で きる複 数回答 であ る
.転 職経 験のあ る人 は日本 が56名 ，韓国が222名 で ある.パ ーセ ントは，

転職経験のあ る人を分母 にとった値で ある.



 転職経験(問3)に おいて も日韓研究者の間で

は統計的に有意な結果が表れている。 日本の場

合，転職経験のある研究者 は56名 で日本全体の

8.6%に 止まっているのに対 して，韓：国は222名

で韓国全体の16.3%を 占あている。 しか し， 転

職経験のある人に限ってその平均回数を調べたと

ころ，両国の間では統計的に有意な結果は現れな

かった。

 表2は ，転職経験のある研究者に限ってその理

由をまとめたものである。 日韓の転職者がともに

転職の重要な理由として挙げている項 目は，「会

社の将来方向性に疑問があったから」，「自分の研

究テーマをもっと掘 り下げたかったから」，「会社

の研究開発姿勢に疑問があったから」の3項 目で

ある。全てがプロフェッショナルの組織の中で経

験するコンフリク トに関わ るものと考え られる

(蔡， 1998)o

 韓国の転職経験者に比べ日本の転職経験者がそ

の理由としてよく挙げている項 目は，「スカウ ト

されたから」，「賃金など経済的な待遇が良かった

から」，「前の会社の待遇に不満だったから」 の3

項 目である。日本の場合，知名度の高い研究者が，

現在の会社の待遇に不満を感 じており，経済的に

よりよい待遇付 きのスカウトの提案を受 けて転職

するかもしれない。韓国の転職経験者 はその理由

としてよく挙げている項 目は，「その他」と 「前の

会社での仕事 に行 き詰 まったか ら」の2項 目で

ある。韓国の転職者は，転職理由が多様なことも

1っ の特徴である。

3.研 究者の態度における日韓比較

 ここでは，日韓研究者の態度に注目する。具体

的に，年齢限界や高度専門職に対する態度，プロ

フェッショナルの組織内での行動を理解するのに

欠かせないい くつかの態度変数における日韓研究

者の違いを調べることにする。

 1)年 齢限界に対する日韓比較

 年齢限界に対する態度を調べたところ， 日本の

研究者が韓国の研究者に比べ年齢限界を感 じる人

が多いことが分かった。研究者 として活躍できる

一 一日本 の研究者
，韓国の研究者一 ・ 99

表3 限界年齢における日韓比較

限界聾]HA本(%)1

1.20代 後 半

2.30代 前 半

3.30代 後 半

4.40代 前 半

5.40代 後 半

6.50才 以 上

7.個 人 差 の 問 題

0(0.0)
9(2.8)

64(20.3)
82(25.9)
74(23.4)

11(3.5)
76(24.1)

  N一 ㎝」 蓼6(10・)
●x2=27 .69， p<.001.

韓 国(%)

 1(0.2)

 3(0.5)

46(7.9)

115(19.7)

125(21.4)

104(17.8)

191(32.6)

計(%)

 1(0.1)
12(1.3)

110(12.2)
197(21.9)

199(22.1)
115(12.8)

267(29.6)

585(100) 901(100)

年齢的な限界があるかという質問(問7)に 対 し

て，日本の約5割(47.8%)の 研究者があると答え

ているのに対 して，韓国はその割合が35.5%に

止まっている。興味深い点は，日本の研究者が相

当早い段階で年齢限界を感 じていると答えている

点である。

 表3は ，年齢限界があると答えた人に限って，

その限界年齢に関する日韓研究者の回答をまとめ

たものである。限界年齢を30代 後半まで と答え

ている研究者の割合は，日本が23.1%で あるの

に対 して，韓国は8.6%で 日本の研究者がより早

い段階で年齢限界を感 じていることが分かる。そ

れに対 して，年齢限界を 「個人差の問題」 として

捉えている研究者の割合は，韓国が32.6%で 日

本の24.1%よ り高い。 要するに， 日本の研究者

は年齢限界を感 じる人が多 く， しかも早い段階で

感 じているのである。

 表4は ，年齢限界があると答えた人に限 って，

その理由を調べたものである。両国の研究者がと

もに年齢限界の重要な理由として挙げている項目

は 「研究活動以外の仕事で多忙」と 「管理的業務

で多忙」で，仕事の過負荷(role overload)で 相当

悩まされていることが伺える。

 2)高 度 専 門職 に対 す る 日韓 比 較

 組 織 の 中 で働 くプ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル が， 従 業 員

と して の役 割 とプ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル と して役 割 と

の 間 で多 くの コ ン フ リク トを経 験 す る こ とは早 く

か ら注 目 さ れ た(Gouldner，1957，1958；Kerr et

al.，1977)。 プ ロ フェ ッ シ ョナ ル が組 織 内 で経 験 す

る コ ン フ リ ク トを 和 ら げ る1っ の 方 法 と して 指
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表4 年齢限界の理由における日韓比較

   年齢限界の理由

1.体 力的な問題

2.集 中力な ど精神 的な問題

3.創 造性 な どの発想 力の問題

4.チ ャレンジ精神 の問題

5.技 術革新 に追 いっけない

6.管 理 的業務 で多忙

7.研 究活動以外 の仕事 で多忙

8.そ の他

   L

』剛本(%)
一79(25.0)

50(15.8)
100(31.6)

69(21.8)
60(19.0)

211(66.7)
176(55.7)

 7(2.2)

韓 国(%)

82(14.0)
108(18.5)

228(39.0)
197(33.7)

174(29.7)
379(64.8)

416(71.1)
42(7.2)

1 計(%)

161(17.9)

158(27.0)
328(56.1)

266(29.5)
234(26.0)

590(65.5)
592(65.7)

49(5.4)

・い くつ で も選択 で き る複数 回答 で ある.年 齢限 界が あ ると答 え た人 は日本が316名 ，韓 国が585名 であ る.
パ ーセ ン トは，年齢限界が あると答えた人を分母 にとった値であ る.

表5 高度専門職への就任希望における日韓比較

高度専門職への就任希望

1.ぜ ひ 就 きた い

2.で きれ ば 就 きた い

3. どち ら と も言 え な い

4.あ ま り就 きた くな い

5.就 きた くな い

日 本(%)

78(12.0)
241(37.0)

219(33.6)
88(13.5)

25(3.8)

N

一

一 651(100)

韓 国(%) 計(%)

282(20.7)

721(52.9)
138(10.1)

169(12.4)
52(3.8)

60(17.9)
62(47.8)

57(17.7)
57(12.8)

77(3.8)

1，362(100) 13(100)

・x2=179 .78， p<.001.

摘 され て き た のが ， い わ ゆ る二 重 キ ャ リア(dual

career)制 で あ る。二 重 キ ャ リア制 とは，高 度 専 門

職 の よ うな プ ロ フ ェ ッシ ョナ ル と して の キ ャ リア

と 管 理 職 と して の キ ャ リ ア の2っ の キ ャ リ ア

コ ー スを 組 織 内 で 用 意 し， 個 人 が 自 由 に選 択 で き

る よ う にす る こ とで あ る。

 表5は ， 日韓：研 究 者 の 高 度 専 門 職 へ の 就 任 希 望

の ク ロ ス集 計 表 で あ る。表5で 分 か る よ うに， 高

度 専 門職 に対 す る態度 に お い て 日韓研 究 者 の 間 に

は大 きな違 い が 見 られ る。 日本 の研 究 者 の場 合，

「ぜ ひ就 きた い」 と答 え て い る割 合 が12.0%(78

名)， 「で き れ ば 就 き た い」 と答 え て い る割 合 は

37.0%(241名)で ， 約5割 の研 究 者 が っ きた い

と答 え て い る。一 方 ，韓 国 の研 究 者 の場 合 ，「ぜ ひ

就 き た い」 と答 えて い る割 合 が29.7%(282名)，

「で きれ ば就 きた い」 と答 え て い る割 合 が52.9%

(721名)で ， 約8割 の 研 究 者 が っ きた い と答 え

て い る。 要 す る に， 韓 国 の研 究 者 が 二 重 キ ャ リア

に よ り友 好 的 な態 度 を と って い る ので あ る。

 表6は ， 高度 専 門 職 に就 き た い と答 え て い る研

究 者 に 限 って， そ の 理 由 を ま とあ た もの で あ る。

日韓：研 究 者 の 間 で最 も大 きな違 いが 見 られ る項 目

は，「大 きな仕事ができるから」と 「研究開発職務

に性格 ・能力的に適 しているから」の2項 目であ

る。韓国の場合，「大きな仕事ができるか ら」とい

う理由で高度専門職に就きたいと答えている研究

者が相対的に多いのに対 して，日本は 「研究開発

職務に性格 ・能力的に適 しているか ら」という理

由で高度専門職に就きたい人が相対的に多い。但

し，韓国語のアンケートで 「大きな」という表現

は 「興味深い」と訳 されており，両国の間に見 ら

れる違いは翻訳上の問題が絡んでいるかもしれな

い。

 表7は ，高度専門職に就 きたくないと答えてい

る研究者に限って，その理由をまとめたものであ

る。両国の間で最 も大 きな違 いが見 られ る項 目

は，「ライン管理職のほうが大 きな仕事ができる

か ら」，「ライン管理職のほうが高い地位まで昇進

できるか ら」，「研究開発部門以外の部門を経験 し

たいか ら」の3項 目である。日本の場合， ライン

管理職に就いたほうが大きな仕事ができるか ら高

度専門職に就きたくないと答えている人が相対的

に多い。それに対 して，韓国の場合は昇進や他部

門の経験，待遇の面などで管理職に就いたほうが
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表6 高度専門職につきたい理由における日韓比較

高度専門職 にっ きたい理由 日 本(翆L!
一劃 国(%)L計(%)

1.大 きな仕事がで きるか ら

2.社 内的 ステータスが高 いか ら

3.待 遇面 でよいか ら

4.対 外的 にステータスが高 いか ら

5.研 究 に専念 できるか ら

6.自 分 の性格 ・能力 にあ うか ら

7.そ の他

38(11.9)

 2(1.0)

 4(1.3)
 7(2.2)
184(57.7)
217(68.0)

 9(2.8)

383(38.2)

 8(1.0)
10(1.1)

10(1.1)
536(53.4)

536(53.4)
28(2.8)

421(31.9)

10(1.0)
14(1.1)

17(1.3)
720(54.5)

753(57.0)
37(2.8)

・2っ まで選択 で きる複数 回答 であ る.高 度専門職 につ きた いと答 えた人 は日本が319名 ，韓 国が1，003名 で あ

る.パ ーセ ン トは，っ きたいと答 えた人 を分母 にとった値で ある.

表7 高度専 門職 につきた くない理 由における 日韓比較

高度専門職 にっきた くない理 由

1.大 きな仕事 がで きるか ら

2.社 内的ステー タスが高いか ら

3.待 遇面 でよいか ら

4.対 外的に ステー タスが高いか ら

5.高 い地 位 まで昇 進で きるか ら

6.研 究開発部門以 外の部門を経験 したいか ら

7.自 分の性格 ・能 力 にあ うか ら

8.そ の他

日靂 周(%)⊥ 一計(%)
55(48.7)
6(5.3)

7(6.2)
3(2.7)

2(1.8)
44(38.9)

37(32.7)
6(5.3)

39(17.6)
29(13.1)

29(13.1)
23(10.4)

60(27.1)
123(55.7)
68(30.8)

34(15.4)

・高度専 門職 にっ きた くない と答 えた人 は 日本 が113名 ， 韓国 が221名 で ある.パ ーセ ン トは，

答 えた人 を分母 に とった値であ る.但 し，2っ まで選択 できる複数回答 である.

94(28.1)

35(10.5)
36(10.8)

26(7.8)
62(18.6)

167(50.0)
105(31.4)

40(12.0)

っ きた くない と

メリットが多いから高度専門職 に就 きた くないと

答えている人が相対的に多い。但 し，韓国語のア

ンケートで 「大 きな」 という表現が 「興味深い」

と訳されており，翻訳上の問題が絡んでいるかも

しれない。

 3)態 度変数における日韓比較

 ここでは，プロフェッショナルの組織内での行

動を理解するのに欠かせないいくつかの態度変数

に注目する。具体的に，職務関与，組織コ ミット

メント，プロフェッショナル ・コミットメントの

3つ の態度変数において日韓研究者の違いを調べ

ることにする。

 まず，職務関与における日韓研究者の違いを調

べることにす る。職務関与を測 っている計11項

目を対象に因子分析を行なった結果，先行研究 と

同じく3つ の下位次元が現れた(義村，1996)。 第

1因 子は 「行動的職務関与」 で， どれ くらい自発

的に仕事をしているかに関わる項 目群である。 こ

の因子に負荷量の多か った項目は，「いつ も仕事

に没頭 している」，「仕事について完璧主義者であ

る」，「プライベートな時間にも仕事のために勉強

する」の3項 目である。第2因 子は 「情緒的職務

関与」で，どの くらい仕事が好きかに関わる項目

群である。この因子に負荷量の多かった項目は，

「仕事に興味を持 っている」，「仕事を工夫 して改

善 していきたい」，「現在の仕事を続けたい」，「仕

事で発言する機会がないとつまらない」，「仕事場

を離れても，仕事について自分なりに考える」の

5項 目である。第3因 子は 「認知的職務関与」で，

どのくらい仕事に積極的に関わりたいと思 うかに

関わる項目群である。 この因子に負荷量の多かっ

た項 目は，「人生における殆どのことは仕事より

重要である(逆 転尺度)」，「人生の主な満足 は仕

事から得る」，「最 も重要なことは仕事である」の

3項 目である。

 表8は ，職務関与を構成する3つ の下位次元に

対 して日韓研究者の違いをまとあたものである。

表8で 分かるように，日本の研究者が職務により

情緒的に関与 しているのに対 して，韓：国の研究者

はより行動的に関与 している。要するに，日本の

研究者は仕事とある程度の距離を置いているのに
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表8 態度変数における日韓比較

態 度変 数

1.職 務 関 与 の 類 型

  a.行 動 的 職 務 関 与

  b.情 緒 的 職 務 関 与

  c.認 知 的職 務 関与

2， 組 織 コ ミッ トメ ン ト

3. プ ロ フェ ッシ ョナ ル ・コ ミ ッ トメ ン ト

日   本

M(s.d.)

韓   国

M(s.d.)

3.16(0.72)

4.08(0.56)

2.89(0.76)

2.84(0.68)

3.37(0.73)

3.55(0.67)

3.87(0.58)

2.97(0.76)

3.22(0.80)

3.80(0.73)

651 1，371

t値

一11
.60***

 7.78***

一2
.41**

一10
.16***

一12
.54***

2，022

・*：p<
.05，**：p〈.Ol，***：p〈.001.

対 して ，韓 国 の 研 究 者 は仕 事 と 自分 と を 一 体 化

し， 没 頭 して い るの で あ る。

 次 に， 組 織 コ ミッ トメ ン トとプ ロ フ ェ ッ シ ョナ

ル ・コ ミ ッ トメ ン トの2っ の 態 度 変 数 に お け る

日韓 研 究 者 の 違 い を調 べ る こ と に す る。 組 織 コ

ミ ッ トメ ン トはModway(1979)な ど の3項 目

で， プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・ コ ミ ッ トメ ン ト は

Aranya(1984)な どの3項 目 で測 った。表8で 分

か る よ うに，2つ の コ ミッ トメ ン トの平 均 を調 べ

て み る と， 日韓 研 究 者 は と もに雇 わ れ て い る組 織

よ り も専 門 分 野 に 強 くコ ミ ッ ト して い る。 しか

し， 日本 の 研 究 者 に比 べ 韓 国 の研 究 者 は， 自分 の

雇 わ れ て い る組 織 と 自分 の 専 門 分 野 と に 共 に コ

ミッ トして い るよ うに思 わ れ る。 韓 国 の サ ン プル

に課 長 以 上 の管 理 職 が多 く含 ま れ て お り， これ が

組 織 コ ミッ トメ ン トの平 均 を高 め て い るか も しれ

な い。 日本 の研 究 者 の組 織 コ ミ ッ トメ ン トの得 点

はそ れ ほ ど高 くな い。

4.グ ル ープ ・ダ イナ ミックス にお ける 日

韓比較

 ここでは，研究者の集団 レベルでの組織行動に

注目する。具体的に，管理者行動及び研究者のコ

ミュニケーションにおける日韓研究者の違いを明

らかにする。

 1)管 理者行動における日韓比較

 管理者行動(問16)に おける日韓研究者の違い

を調べるために，研究対象を35歳 以下の一般職

(韓国の場合，係長を含む)に 限ることにした。な

ぜなら，今回の調査は部下の認知を通 じて上司の

行動を測っているからである。金井(1991)の 「管

理者行動サーベイ」か ら選んだ12項 目を対象に

因子分析を行 った結果，解釈 しやすい因子 として

は次の3っ が現れた。

 第1因 子 は，中間管理職の新たな行動として最

近注目されている 「自律的戦略行動」と思われる

項 目群である。「自律的戦略行動」とは，中間管理

者自らが社内 ・外に散 らばっている資源を動員 し

たり，社内 ・外にネットワークを作 ったり，研究

開発部門の戦略を会社全体の戦略に結 び付 けた

り，常にイノベーションを追求 したりするなどの

行動として定義 される(Burgelman，1983；Bur-

gelman&Sayles，1986； 蔡，1997)。 この因子に

負荷量の多かった項 目は，「社内 ・外の情報ネッ

トワークを作 り出している」，「従来の仕事のやり

方にとらわれず，新たなや り方で試 している」，

「仕事 を進ある上で，関連部門の支援 ・協力を得

ている」，「職場の役割を会社全体の方針や戦略と

結びつけて練 り直 している」，「問題解決の際，常

に自ら新 しい提案をしている」の5項 目である。

 第2因 子は， リーダーシップ論で早 くから注目

された 「タスク中心のリーダーシップ」と思われ

る項目群である。つまり，部下が目標達成に向け

て効率的に職務を遂行するのに必要な構造ないし

枠組みをもたらす管理者行動である(Fleishman，

1973)。 この因子に負荷量の多かった項目は，「部

下にいったん決定 したことは必ず実行するように

求あている」，「部下の力か らみてぎりぎりいっぱ

いの仕事を要求 している」，「部下に目標達成を最

後 まであきらめないように求めている」の3項 目
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表9 管理者行動における日韓比較

管理者行動
日  本

M(s.d.)
    一一一一一一一

的戦略行動
ク中心の管理者行動

的管理者行動

3.48(0.80)

3.54(0.70)

3.40(0.95)

N 309

韓 国

1

9
臼

3

M(s.d.)

3.18(0.72)

3.70(0.67)

3.03(0.98)

 744

t値

 5.71***

一3 .59***

 5.59***

1，053

。***：p< .001.

表10 コ ミュニケー ションの形態 における 日韓比較

コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの 相 手

1.プ ロジェク トの メ ンバ ー

2.同 じ職場の メ ンバ ー

3.同 じ部門の メ ンバ ー

4.生 産部門 のメ ンバ ー

5.営 業部門の メンバ ー

6.外 国 にいる研究者

7， 他社 の専門家

8.大 学 の専門家

9.政 府系研究機関 の専門家

10.民 間研究機関 の専門家

      N .一一一_」.一

日  本 韓   国       一一

M(s.d.) M(s.d.)
一曹

4.22(0.83) 4.01(0.73)

3.94(0.83) 3.35(0.96)

3.30(0.89) 3.53(0.91)

2.48(1.05) 2.37(1.08)

1.99(1.03) 1.90(0.95)
1.81(0.95) 1.88(0.99)

2.33(1.00) 2.30(1.13)

2.26(1.08) 2.42(1.17)

1.59(0.82) 1.89(0.99)

1.71(0.87) 1.95(1.00)
.一 一.一一一一一.

651 1，358

一一

t値

 5.48***

14.12***

一5
.21***

 2.20*

 1.95

-1 .46

 0.48

-2 .99**

一7
.13***

一5
.52***

2，009

・*：p< .05，**：p<.Ol，***：p<.001.

である。

 第3因 子は， 「配慮的 リーダーシップ」 と思わ

れる項目群である。つまり，部下の気持ち ・感情

への心配 りや，部下の考え方の尊重などを大切に

する管理者行動である(Fleishman，1973)。 この

因子 に負荷量の多かった項 目は，「部下の気持ち

や立場を大切にしている」，「部下の悩みや不満を

理解 している」の2項 目である。

 表9は ，3つ の管理者行動における日韓研究者

の違いをまとめたものである。表9で 分かるよう

に， 日本の上司は韓国の管理者に比べ，社内 ・外

にネットワークを作 ったり，部門の戦略を会社全

体の戦略に結び付けたりするなどの自律的戦略行

動を多 くとっていることが分かる。また， 日本の

上司は，部下の気持ちや感情への心配 り，部下の

考え方の尊重などの配慮的な リーダーシップの面

でも韓国の管理者より多くの リーダーシップを発

揮 している。それに対 して，韓国の上司は，部下

が目標達成に向けて効率的に職務を遂行するのに

必要な構造ないし枠組みをもたらすタスク中心の

リー ダ ー シ ップ を多 く発 揮 して い る。

 2)コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン形 態 に お け る 日韓 比 較

 表10は ， コ ミュニ ケ ー シ ョ ンの形 態 に お け る

日韓 研 究 者 の違 い を ま とあ た もの で あ る。 両 国 の

研 究 者 は共 に ， 同 じ プ ロ ジ ェ ク トや 職 場 の メ ン

バ ー な ど， 接 す る機 会 が多 い相 手 とは よ く コ ミュ

ニ ケ ー シ ョ ンを取 って い る の に対 して， 政 府 系 研

究 機 関 の専 門 家 や民 間 研 究 機 関 の専 門 家 な ど， 接

す る機 会 が そ れ ほ ど多 くな い相 手 と は あ ま り コ

ミュニ ケ ー シ ョ ンを と って い な い。

 しか し， 表10を よ り詳 し く調 べ て み る と， 両

国 の 間 で は興 味 深 い違 い が見 られ る。 研 究 者 が接

す る機 会 が 最 も多 い 「同 じプ ロ ジ ェ ク トの メ ン

バ ー」 と 「同 じ職 場 の メ ンバ ー」 の2つ の項 目を

除 い た す べ て の項 目で韓：国研 究 者 の得 点 が高 い。

つ ま り， 日本 の研 究 者 は， コ ミュニ ケ ー シ ョンの

相 手 が か な り特 定 され て お り， そ の特 定 され て い

る人 々 と頻 繁 に コ ミュニ ケ ー シ ョンを と って い る

の に対 して， 韓 国 の研 究 者 は コ ミュニ ケ ー シ ョン
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の相手が相対的に特定 されてお らず， コミュニ

ケーションの相手が 「政府系専門家」や 「民間の

専門家」までを含めた社外にも広がっていると思

われる。日本の研究者が相対的に内型のコミュニ

ケーションの形態をとっているとすれば，韓国の

研究者 は相対的に外型のコミュニケーションの形

態をとっているとも受け止められる結果 となって

いる。

5.研 究開発組織のマネジメン トにおける

 日韓比較

 ここでは，研究開発組織のマネジメントにおけ

る日韓の違いを調べることにする。具体的に，研

究者の能力開発や研究者の待遇，研究開発組織の

管理施策における両国の違いを明らかにする。

 1)能 力開発方法における日韓比較

 研究者の能力開発方法において両国の間にはど

のような違 いが見 られるのか。今回の調査で研究

開発組織の重視する能力開発方法は順位尺度で測

られており，1位 と挙げられた項目には3点 ，2

位には2点 ，3位 には1点 をそれぞれ与え，両国

の違いを調べることにした。 表11は ，研究開発

組織が重視する能力開発方法における日韓の違い

をまとめたものである。

 表11で 分かるように， 日韓 ともに 「先輩や上

司の指導 ・OJT」 と「責任の重い仕事の経験」の2

つの項 目の得点が高 く，両国ともに研究者の能力

開発方法がOJTを 中心に行われていることが分

かる。

 日本の研究開発組織が韓国 に比べ相対的に重

視す る能力開発方法 は，「先輩や上司の指導 ・

OJT」，「学会出席」，「部門を越えたローテーショ

ン」，「専門分野に関する講習会やセ ミナー」 の4

つの施策である。一方，韓国の研究開発組織が相

対的に重視する項 目は，「社外の研究機関での共

同研究開発」，「社内の有志による勉強会」，「新 し

いプロジェクト企画 ・推進」，「自己啓発」，「責任

の重い仕事の経験」，「国内 ・海外留学」などであ

る。

 2)研 究者の待遇方法における日韓比較

 日本と韓国の研究開発組織 は，高い研究開発業

績を上げた研究者をどのように待遇 しているのか

(問10)。 研究者の能力開発方法 と同じく，研究者

の待遇方法 もまた順位尺度(3位)で 測 られてお

り，研究開発組織が重視する待遇方法 として1位

表11 研究者の能力開発方法における日韓比較

研究者の能力開発方法

1

2

3

4

5

6

牝

&

9
。
α

L

2

a

4

5

 

 

 

 

 

 

 

 

ー
ユ

ー

1

1

1

1

OJT

責任 の重 い仕事経験

部門内 ローテー ション

部門 を越 えたローテーシ ョン

異分野 との共 同プロジェク ト

新 プロジェク ト企画 ・推進

関係会社への派遣

社外 との共同 プロジェク ト

国内留 学

海外留学

自己啓発

講習会 やセ ミナー

社外 の専門家 との交流

社内勉強会

学会出席

N

日   本

M(s.d.)

2.17(1.24)

0.78(1.07)

0.31(0.71)

0.25(0.55)

0ユ8(0.58)

0.38(0.84)

0.05(0.31)

0.09(0.37)

0.02(0.19)

0.10(0.37)

0.67(1.01)

0.50(0.80)

0.10(0.39)

0.05(0.27)

0.39(0.76)

633

韓   国

M(s.d.)

1.43(1.32)
0.99(1.23)

0.31(0.73)
0.04(0.28)

0.25(0.68)
0.57(1.02)

0.07(0.36)
0.34(0.79)

0.07(0.35)
0.18(0.63)

0.90(1.16)
0.39(0.78)

0.15(0.54)
0.18(0.55)

0.08(0.33)

t値

12.17***

一3 .9?***

一 〇
.16

 7.64***

一2
.43*

一4 .37***

一 〇
.92

-9 .67***

一3
.91***

一3 .73***

一4
.59***

 2.03*

一2
.24*

一7 .07***

 9.91***

1，353 1，986

・*：p< .05，**：p<.01，***：p<.001.
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と挙げられた項目には3点 ，2位 には2点 ，3位

には1点 をそれぞれ与え，各々の項目を量的変数

化した。

 表12は ，研究開発組織の重視する待遇方法に

おける日韓の違いをまとめたものである。まず，

各々の項目に対 して平均得点を調べてみると，両

国ともに 「ボーナスや個人奨励金」を重視 してい

ることが分かる2)。

 表12で 分かるように， 日本が相対的に重視 し

ている施策は，「昇給」，「管理職への昇進」，「テー

マ設定や進め方での自由度増大」，「高度専門職へ

の登用」の4つ の施策である。それに対 して，韓

国が相対的に重視する施策は，「留学機会の提供」

と 「リフレッシュ休暇」の2つ の施策である。

 3)研 究開発組織の管理施策における日韓比較

 研究開発組織の管理施策(問11)に おける日韓

の違いを調べ るために，計15の 項目に対 して因

子分析を行 った。その結果，5つ の因子が現れた。

 第1因 子に負荷量の多か った項目は，「勤務時

間管理が研究員の自主的な判断にまかされてい

る」，「予算やスタッフの使い方について研究員の

自由度が高い」，「研究テーマの設定は研究員個人

の関心や興味を考慮 して決められている」，「メン

バー独自の研究(ア ングラ研究)が 奨励されてい

る」の4つ である。いずれも研究開発における個

人の自由度 の尊重に関係 しており， この因子を

「自由度」因子と名づけることにする。

 第2因 子 に負荷量の多かった項 目は，「社外研

究開発部門や学会，大学との交流が奨励されてい

る」，「社外や社内の研究者を呼んでの情報交換の

機会が数多 く設けられている」，「社外の研究所や

大学か らの研究者の採用が多い」の3つ である。

いずれの項 目も研究者の情報交流 に関係 してお

り，「情報交流」因子 と名づけることにする。

 第3因 子 に負荷量の多か った項 目と しては，

「研究開発 リーダーがメンバー間の調整や問題解

決などに割 く時間を少なくする努力がなされてい

る」，「研究開発プロジェク トを組む際に異質な人

材の組み合わせが重視されている」，「チーム単位

で仕事をして も，個人の貢献が正 しく評価されて

いる」の3つ である。いずれの項目も最近注目さ

れている異質性に関連 しており(榊原，1995)， 研

究開発組織に異質性を取 り入れるだけでなく，取

り入れた異質性をいかにうまく管理 しているかに

係わる項目群である。そこで， この因子を 「異質

性管理」因子 と名づけることにする。

 第4因 子に負荷量の多か った項目は，「研究開

発 と製品化が密接に関連 している」，「市場や顧客

の情報が頻繁に研究開発 に伝え られる」，「プロ

ジェクト・チームは，研究開発ニーズの変化に対

応 している」の3つ である。いずれの項 目も研究

表12 研究者の待遇方法における日韓比較

研究黼 遇方法
_一8M(s.d.)     ｮ_M(s.d.)

1.昇 給 1.03(1.24) 0.44(0.92)

2。 ボ ーナ スな ど 1.49(1.34) 1.61(1.28)

3.リ フ レッ シ ュ休 暇 0.02(0.18) 0.19(0.57)

4.長 期休暇 0.01(0.14) 0.01(0.09)

5.管 理職への昇進 1.07(1.11) 0.52(0.98)

6.高 度専門職への登用 0.33(0.79) 0.21(0.66)

7.テ ーマ設定や進め方での 自由度増大 0.35(0.81) 0.21(0.64)
8.自 由裁量度の増大 0.19(0.57) 0.19(0.61)

9.研 究開発費の増加 0.28(0.71) 0.13(0.51)
10.ス タ ッフの 増 員 0.27(0.68) 0.12(0.48)

11.留 学な どの提供 0.13(0.45) 0.50(0.90)

12.社 内 の 賞 0.80(1.04) 1.49(1.18)

13.特 許の個人取得 0.03(0.26) 0.06(0.33)
一

N 588 1，255

一 一一 一一一 一一1

一

 t値

 10.36***

一1 .88

-9
.64***

 0.47

 10.19***

 3.16**

 3.78***

 0.01

 4.59***

 4.80***

一11
.96***

一12 .74***

一1
.71

1，843

・*：p< .05，**：p<.01，***：p<.001.
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表13 研究開発組織の管理施策における日韓比較

研究所の管理施策

1.自 由度

2.情 報 交 流

3.異 質 性 管 理

4.市 場 直 結 型 の研 究 開 発

5.プ ロ ジ ・ ク ト●チ ー ム制

日   本

M(s.d.)

韓
M(s.d.)

2.95(0.61)
2.72(0.75)

2.58(0.59)
3.40(0.76)

3.11(0.92)

国 ⊥

2.13(0.68)
2.76(0.80)

2.61(0.66)
3.43(0.68)
3.39(1.10)

651 ー 1，376

t値

27.21***

一1
.22

-1 .12

-0
.99

-5 .84***

2，027

●***：p<
.001.

開発の姿勢に関わるもので，これまで日本の研究

開発の強みとして指摘された開発中心の研究開発

を現す因子として思われる(Clark&Fujimoto，

1991)。 そこで，この因子を 「市場直結型の研究開

発」因子 と名づけることにする。

 第5因 子に負荷量の多かった項目は，「研究開

発 は，通常ニーズに応 じて組 まれるプロジェク

ト・チームによって行われる」の1っ だけであっ

た。この因子は，「プロジェクト・チーム制」と名

づけることにする。

 表13は ，5つ の因子を中心に研究開発組織の

管理施策における日韓の違いをまとめたものであ

る。平均得点を調べる限り，両国ともに市場直結

型の研究開発を重視 していることが分かる。 しか

し，その進あ方においては両国の間にかなりの違

いが見 られている。第1因 子の 「自由度尊重」因

子は日本 の得点が高いのに対 して，第5因 子 の

「プロジェクト・チーム制」因子 は韓国の得点が

高い。両国ともに市場直結型の研究開発を重視 し

ているにもかかわらず，日本は研究テーマの設定

や研究予算，時間管理において研究者に相対的に

多 くの自由を与えているのに対 して，韓国は研究

者にそれほど自由が与えられていないのである。

結 論

 日韓比較を通 じて明らかになった日本の研究者

及び研究開発組織のマネジメントにおける特徴を

まとめてみると次の通 りである。

 第1に ，年齢限界に対する日本の研究者の意識

は強い。日本の研究者は年齢限界があると認あて

いるだけでなく，早い段階でその限界を感 じてい

ると答えている。第2に ，二重キャリア制に対 し

て日本の研究者がより否定的である。この背景に

は， ラインの管理職 により大 きな仕事をまわす日

本の研究開発組織のマネジメントのあり方が存在

していると思われる。第3に ， 日本の研究者は自

分の専門分野には強 くコミットしているのに対 し

て，雇われている組織にはそれほどコミットしな

い。第4に ，日本の方がより内型のグループ ・ダ

イナミックスの特徴を見せている。日本の研究者

は主に社内の特定された相手 と頻繁 にコミュニ

ケーションをとっている。第5に ，研究員の待遇

方法として日本の研究開発組織が相対的に重視す

るのは，昇給や昇進である。第6に ， 日韓 ともに

市場直結型の研究開発を重視 しているにもかかわ

らず，研究テーマの設定や研究予算，時間管理に

おいて日本の方が相対的により多 くの自由を与え

ている。

注

1)韓 国 では，1970年 代 の後半 か ら企業研究所 の設

 立 が本格的 に始 まる ことになる.1981年 ， 韓国

 科学技術処 が46個 の企業研究所を初 めて認 めて

 か ら企業研究 所 は急 増 し，1997年12月 現 在 に

 は3，000個 を越 えて い る.企 業研 究所 の急増 に

 伴 い，企業研究所で働 く研究者 も急激 に増えて き

 て い る.1982年3，000名 に過 ぎな か っ た科 学

 者 ・技 術者 の数 は，1996年 に は8万 名 で約26

 倍 で急 増 して い る.研 究開 発投 資額 も1982年

 1，400億 ウ ォンか ら1997年 に はその85倍 に当

 たる11兆 ウォンを上 回 ってい る.量 的な拡大 だ

 けではな く，研究開発活動 の代表的 な産物 とみな

 され る特許件数 も毎年15%つ つ増加 してお り，

 1980年5，000件 に 過 ぎ な か っ た特 許 件 数 が

 1997年 にはその18倍 に当た る9万 件 にのぼ っ

 て いる(韓 国産業技術振興会，1997).



日本の研究者，韓国の研究者 107

2)韓 国の研究 開発組 織が研 究者 の待遇 方法 として

  重視 している 「社 内の賞」 は，今回調査 に協力 し

  た1っ の財 閥企業 が重視 して い る施 策 か も しれ

  ない.
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